


































































































































































































































































































































































































































































































































HOSEN COLLEGE OF CHILDHOOD EDUCATION Vol.1（Mar. 2010）
８８
き今後の協力をお願いした。理解があり、これまでの会
議にすべて参加いただいた。
関係者会議の中では、母・本人に前回会議以降のこと
を報告してもらう。途中で母と本人のバトルになること
も時にはあるが、母の方にこれまでに十分な養育に対し
ての対応力があれば二人で解決できて来れたであろう。
母本人に対して何を具体的にやっていけばいいのかを、
わかってもらい、どのような機関がかかわって応援して
くれているのかがわかってもらい、そのつど必要な時に
相談してもらえるようになればいい。
継続した関係機関のネットワークが、今回の関係者会
議では一定程度出来上がってきたのではないか。必要な
時に必要な機関に働きかけ参加できる状況はできたと思
われる。児童相談所から保護観察所、その後地域とメン
バーはほとんど変わらない中で、家族の状況を理解し各
機関がその役割により業務の中で家族を支援していくこ
とが必要である。２０歳を過ぎる今後は市が中心となって、
母・本人に対するサポート会議の開催を今後はお願いを
していきたい。本人を一番真ん中にし、家族の支援と、
本人の自立の支援が必要である。時間はかかるが一人の
人間を育てていくためには、この様な新たな仕組みが必
要である。
考察
第１に、早期発見早期対応が必要である。広汎性発達
障害と診断されて、学校や地域社会で生きていく中で、
Ｙ君は生きずらさを感じていると思う。
本人自身がその障害に対してどのように向かって生活
していけばいいのかをアドバイスしながら、早い時期に
自分の将来が見通せていける支援が必要である。その年
齢での個別の援助計画を一貫して行うことにより各ライ
フステージに対応できていけるのではないか。
第２に、個別支援計画に対して、本人・親・学校・ス
クールカウンセラー・医師・子ども家庭支援センターな
どの参加を得て本人自身の支援と家庭への支援が行われ、
年に最低２回の会議を行い、目標に対しての評価を行い、
各関係機関の役割分担をしながら見守り援助を行って行
く必要がある。早い時期から関係者が本人家族の応援団
となれるネットワークが必要である。
第３に、社会的養護の支援の中で、発達障害を抱える
児童への援助を行う上で、職業訓練が必要である。児童
養護施設及び児童自立支援施設で働いている職員が、大
学時代及び職場で発達障害を抱える児童に対しての知識
や援助を行う上での姿勢や課題などの職業訓練を全職員
に実施していかなければいけない。発達障害をほとんど
理解していない状況で今までどおりの生活の支援や集団
的対応をしていけば、児童自身対職員などに対しての暴
力等の集団不適応の状況が出てくる。
児童自立支援施設では、家庭・学校・地域社会・児童
養護施設で問題行動を起こし入所という状況になってい
る。東京都の児童自立支援施設の１ヵ寮の児童集団は１４
名の定数になっている。その児童集団の３名から４名が
発達障害の児童になると、今まで非行の児童に対応して
いた職員のノウハウでは対応が困難となり、職員は疲弊
し、リタイヤせざるを得なくなっている。個別での援助
が必要な彼らに１４名の集団生活はなじまない。
今回の中では、個別の対応を行ってきたが、職員の新
たな確保や早急な人材育成は現時点では非常に厳しい状
況である。
第４に、就労支援の困難さがある。児童自立支援施設
には広い施設があり、環境整備が行えたが、それが職業
指導や就労の場の方に直結し得ない。又公的な機関の方
での職業訓練のために実習などを何度も行った。それが
社会での就労に結びついていない状況である。
今回は、児童自立支援職員の個人的な知り合いであっ
たＮＰＯの作業所にお願いできたが職場を探し就労させ
ていくことが非常に困難な状況である。社会の中で彼ら
が自立していけるにはそれなりの賃金を確保し、一人暮
らしができていくことのできる自立の支援が必要である。
発達障害をもって、生まれてきた彼らに対して将来を
見通せて具体的な福祉施策・援助がこのようにあるよと
示していけるようにしなければならない。Ｙ君とこれま
で一緒に寄り添ってきて、時間はかかるが「やればでき
る力をもっている」他との人間関係を十分な時間と人手
があればゆっくり自立の支援ができる。
彼が起こしてきた問題は、少なからず大人になるとき
に経験して越えなければならない問題ではないだろうか。
自分のしたいことそれを選択しようとしても越えなけれ
ばいけないハードルがある。高校卒業・資格など、時間
をかけて、彼らのもっている可能性を引き出せる。それ
をやれる体制の整備が早急に求められている。
発達障害を抱える児童の支援を更に充実するためには、
保健・医療・福祉・教育・雇用等の各分野の支援のため
のネットワークが早急に必要である。
本稿作成にあたり本人・親・施設には、こころよく協
力をいただきました。本当にありがとうございます。
広汎性発達障害を抱える成人前の男児の自立支援について
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